
文部科学省初等中等教育局

学校デジタル化プロジェクトチーム

情報教育の未来に向けて

資料３



❶情報教育の充実を図る背景
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仮想空間と現実空間の高度な融合→人間中心の社会
社会のあらゆるところにデジタル技術がいきわたる世界
ブラックボックスにしてはいけない。創り手と使い手を育てる必要。
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全労働者数に占める各職種の割合の変化率
（2020年→2050年）
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（注） 労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は連動しない点に留意。
（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、 World Economic Forum “The future of jobs report 2020”, Hasan 

Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査」（2019年）、文部科学省 科学技術・学術政策研究所「第11回
科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計した資料を改変（内容は変更せず、文字を大きくし、黄色い帯で分かりやすくポイントを大書）。

AIやロボットで代替しやすい職種では雇用が減少するが、
代替しづらい職種や、新たな技術開発を担う職種では雇用が増加
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Andreas Schleicher, Director, OECD – Directorate for Education and Skills“Preparing students for their future, not our pastInsights
from OECD’s review of Japan’s education system”＠ＯＥＣＤ JAPANセミナー（ 2018年7月28日）を加工（番号を付加）して作成
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2つの影響を掛けあわせると…

Andreas Schleicher, Director, OECD – Directorate for Education and Skills“Preparing students for their future, not our pastInsights
from OECD’s review of Japan’s education system”＠ＯＥＣＤ JAPANセミナー（ 2018年7月28日）を加工して作成



2015年
注意深さ・ミスがないこと 1.14
責任感・まじめさ 1.13
信頼感・誠実さ 1.12

基本機能（読み、書き、計
算、等） 1.11

スピード 1.10
柔軟性 1.10

社会常識・マナー 1.10
粘り強さ 1.09

基盤スキル※ 1.09
意欲積極性 1.09… …

2050年
問題発見力 1.52
的確な予測 1.25
革新性※ 1.19
的確な決定 1.12
情報収集 1.11
客観視 1.11

コンピュータスキル 1.09
言語スキル：口頭 1.08
科学・技術 1.07
柔軟性 1.07… …

※基盤スキル：広く様々なことを、正確に、早くできるスキル

※革新性：新たなモノ、サービス、方法等を作り出す能力

（備考）各職種で求められるスキル・能力の需要度を表す係数は、 56項目の平均が 1.0 、標準偏差が0.1 になるように調整している。
（出所）経済産業省「第５回未来人材会議」（令和４年４月22日）資料より作成。2015年は労働政策研究・研修機構 「職務構造に関する研究 」、2050 年は同研究に加えて、World 

Economic Forum “The future of jobs report 2020”,Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030” 等を基に、能力等の需要の伸びを推計。 7

「注意深さ・ミスがないこと」、「責任感・まじめさ」
⇒問題発見力、的確な予測、革新性、情報収集、客観視、PCスキル



（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」より作成。
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（備考）将来推計人口は出生中位（死亡中位）。生産年齢人口は15～64歳の人口。

 2050年には約１億人まで減少する見込み。
生産年齢人口比率は約５割に。

人口減少・少子高齢化



日本の一人当たり労働生産性はOECD諸国で下位
2020年の日本の就業者一人当たりの労働生産性は78,655ドル（約809万円）
であり、OECD加盟38か国中28位、米国の約56％にとどまっている。
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（出所）公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較2021」より作成。
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順位 国名 順位 国名 順位 国名
1 デンマーク　       （↑3） 23 ベルギー           （↑3） 45 キプロス　　  　（↓2）
2 米国　　 　　   　 （↓1） 24 アイルランド　　   （↓5） 46 ポーランド　　  （↓5）
3 スウェーデン     　　（0） 25 リトアニア 　　    （↑5） 47 スロバキア  　  　（0）
4 シンガポール  　   （↑1） 26 カタール 　　　    （↑3） 48 ブルガリア　    （↑4）
5 スイス　　　　     （↑1） 27 ニュージーランド   （↓4） 49 ルーマニア 　   （↑1）
6 オランダ　　　　   （↑1） 28 スペイン 　　　　　（↑3） 50 ギリシャ　 　   （↓6）
7 フィンランド　     （↑4） 29 日本　　　　　 　　（↓1） 51 インドネシア　　（↑2）
8 韓国               （↑4） 30 ルクセンブルク     （↓8） 52 ブラジル　 　   （↓1）
9 香港　　 　　　    （↓7） 31 マレーシア  　　 　（↓4） 53 ヨルダン　      （↓4）
10 カナダ 　　　　    （↑3） 32 バーレーン 　　 　　 （0） 54 トルコ　　　　　（↓6）
11 台湾 　　　　　    （↓3） 33 チェコ　　         　（0） 55 メキシコ　　　  （↑1）
12 ノルウェー  　   　（↓3） 34 ラトビア　　 　　　（↑3） 56 フィリピン　 　 （↑2）
13 UAE　　　　　　    （↓3） 35 サウジアラビア　　 （↑1） 57 ペルー　 　　　　 （0）
14 オーストラリア     （↑6） 36 カザフスタン 　 　　 （0） 58 南アフリカ共和国（↑2）
2 イスラエル　　     （↑2） 37 スロベニア　　 　　（↓2） 59 アルゼンチン    （↑2）
16 英国 　　　　　    （↓2） 38 ポルトガル　 　　　（↓4） 60 コロンビア　  　（↓1）
17 中国 　　　　　    （↓2） 39 イタリア　　 　　　（↑1） 61 ボツワナ　　　  （↑2）
18 オーストリア       （↓2） 40 タイ　　 　 　　　 （↓2） 62 モンゴル　　　 　 （0）
19 ドイツ 　　　　    （↓2） 41 チリ 　　　 　　　 （↓2） 63 ベネズエラ　    （↑1）
20 エストニア 　　    （↑5） 42 ハンガリー　　　　 （↑3）
21 アイスランド  　   　（0） 43 クロアチア 　 　  （↑12）
22 フランス　　　　   （↑2） 44 インド 　　　 　　 （↑2）

※１ 人材はPISAの数学的リテラシーの評価、国際経験、外国人高度人材、デジタルスキル、留学生の流動性等をもとに数値化
※２ デジタル・技術スキルは、科学専攻の人材、科学技術職をもとに数値化

日本のデジタル競争力は２９位。
人材のスコア、デジタルスキルのスコアが低い

括弧内は前年度との比較。（出所）IMD「World Digital Competitiveness Ranking」（2022）より作成。
（経年比較グラフの出所）https://www.imd.org/centers/world-competitiveness-center/rankings/world-digital-competitiveness/
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デジタル社会の「読み・書き・そろばん」である「数理・データサイエンス・AI」の基礎などの必要
な力を全ての国民が育み、あらゆる分野で人材が活躍

１００万人/年
（高校卒業者全員）

２５万人/年

2,000人/年

５０万人/年
（大学・高専卒業者全員）

（高校の一部、高専・大学の50%）

育成目標【2025年】

リ
テ
ラ
シ
ー

100人程度/年
トップクラス育成

（小中学生全員）

応
用
基
礎

エ
キ
ス
パ
ー
ト

学習内容の強化
 大学の標準カリキュラムの開発と展開（MOOC※活用等）
 高校におけるAIの基礎となる実習授業の充実

主な取組

AI戦略2019

小中高校における教育環境の整備
 多様なICT人材の登用（高校は1校に1人以上、小中校は

4校に１人以上）
 生徒一人一人が端末を持つICT環境整備

認定制度・資格の活用
 大学等の優れた教育プログラムを政府が認定する制度構築
 国家試験（ITパスポート）の見直し、高校等での活用促進

AI応用力の習得
 AI×専門分野のダブルメジャーの促進
 AIで地域課題等の解決ができる人材育成（産学連携）

先鋭的な人材を発掘・伸ばす環境整備
 若手の自由な研究と海外挑戦の機会を拡充
 実課題をAIで発見・解決する学習中心の課題解決型AI人
材育成

※Massive Open Online Course：大規模公開オンライン講座



出典：『子供たち一人ひとりに個別最適化され、
創造性を育む教育 ICT 環境の実現に向けて～

令和時代のスタンダードとしての１人１台端末
環境～≪文部科学大臣メッセージ≫（令和元
年12 月 19 日）

 Society 5.0 時代に生きる子供た
ちにとって、PC 端末は鉛筆や
ノートと並ぶマストアイテムです。

 今や、仕事でも家庭でも、社会の
あらゆる場所で ICT の活用が日常
のものとなっています。

 社会を生き抜く力を育み、子供た
ちの可能性を広げる場所である学
校が、時代に取り残され、世界か
らも遅れたままではいられません。

原点に返る



➋データで見る
全国的な活用状況



月１回
未満 0.1 0.0 1.0 0.4 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.9 0.0 0.0 0.0 0.5 0.6 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.4 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 1.6 

月１回
以上 1.3 4.8 12.2 1.7 5.9 4.0 3.1 0.9 0.9 0.3 1.0 2.8 0.3 3.3 1.8 1.7 1.0 0.5 0.6 2.0 1.1 0.3 2.4 1.8 0.5 1.0 1.0 3.2 1.1 6.7 0.8 10.2 1.8 2.6 0.4 1.9 4.7 0.0 6.0 3.2 5.0 1.6 0.4 0.4 0.9 1.0 3.2 

週１回
以上 7.9 22.4 37.4 11.4 32.9 17.3 21.3 8.1 13.8 8.2 11.2 14.9 6.1 12.8 14.4 14.9 13.8 10.9 17.8 20.9 8.1 8.6 14.0 8.2 12.3 11.1 6.6 12.6 8.5 24.7 11.8 28.1 10.2 12.3 3.8 17.7 20.3 7.5 20.7 17.2 26.1 12.1 9.7 16.4 7.0 8.7 14.1 

週３回
以上 21.2 30.0 26.6 32.2 27.6 30.5 35.2 26.4 28.2 28.5 27.9 32.7 19.8 33.4 30.6 28.7 35.0 26.2 33.1 33.1 18.4 22.9 26.1 20.2 30.1 20.7 21.8 28.2 27.0 29.1 22.7 30.6 27.1 25.2 17.5 25.9 28.4 20.7 35.3 31.5 32.3 32.0 28.3 30.7 30.6 25.8 35.1 

ほぼ毎日 69.1 42.8 22.7 54.2 33.5 47.8 40.4 64.0 56.5 63.0 59.8 49.5 73.5 49.5 53.2 54.7 50.2 61.7 47.2 43.7 72.1 68.3 57.5 69.9 57.1 67.2 70.4 56.0 63.5 39.0 64.7 30.1 60.9 59.9 78.3 54.4 46.6 71.8 37.5 48.1 36.6 54.2 61.6 52.5 61.1 64.5 46.0 
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１人１台端末を授業で活用している学校の割合（小学校・都道府県別 ※政令市除く）

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

調査項目：調査対象学年の児童に対して、前年度までに、児童一人一人に配備されたPC・タブレットなどのICT機器を、授業でどの程度活用しましたか

「ほぼ毎日」
全国平均
55.4%
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（R4全国学力・学習状況調査結果より[令和４年４月実施]）※現在の小学校６年生が令和３年度までに受けた授業での活用割合について調査
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「ほぼ毎日」
＋

「週３回」
全国平均
83.1%

「ほぼ毎日」と「週３回」の学校で約８割（全国平均）
しかし地域差が顕著（約2割～約８割）
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令和５年度要求・要望額 163億円（前年度予算額：44億円）

子 供 の 学 び の 変 革
○GIGAスクールにおける学びの充実
リーディングDXスクール事業
 効果的な実践例(指導プログラム等)を創出・横展開。
 教科横断的な学びの教育プログラム開発。
 １人１台端末の活用状況の把握・分析。

R５要求額 10億円

ｖ 地 域 ・ 学 校 間 格 差 の 解 消
○GIGAスクールにおける学びの充実（再掲） ○GIGAスクール運営支援センターの機能強化
学校DX戦略アドバイザー事業
→ 課題を抱える自治体・学校に特に集中的に支援を行うなど、
地域間・学校間の格差解消に向けた取り組みを実施。

 全自治体への支援に加え、要支援自治体を集中的に支援
 高等学校への重点的支援
 運営支援センター事業で設置する協議会への助言
 リーディングDXスクールの指導・助言 等

ＧＩＧＡスクール構想・学校DX関係 令和５年度概算要求
GIGAスクール構想に基づく１人１台端末の利活用は進展しつつあるが、地域や学校、教師によって利活用状況に大きく差が生じている状況。
また、単に紙からデジタルへの置き換えに留まることなく、子供たちの学び方そのものの変革につなげていくことが重要。
一方で、校務のデジタル化も未だ発展途上段階にあり、全国的な校務のデジタル化と教職員の負担軽減等も喫緊の課題。

リーディングスクール

指導法・指導技術の
創出・モデル化

○学習者用デジタル教科書普及促進事業
 英語は全小中学校等、もう１教科を一部の小中学校等を対象に提供。

○デジタル教科書・教材等通信環境調査研究
 デジタル教科書・デジタル教材等活用のための通信環境等の調査分析。

○CBTシステム（MEXCBT）の改善・活用促進
 オンライン上で学習・アセスメントできるMEXCBTの機能改善（全国
学力・学習状況調査のCBT化対応等）・活用促進。

○先端技術・教育データの利活用の推進
 最先端技術や教育データの効果的な利活用推進のための実証等。
 データ標準化の推進やMEXCBT等を活用した教育データの分析、
教育データ利活用にあたり留意すべき点の整理等。

R５要求額 6億円

R５要求額 23億円

校 務 ・ 教 育 行 政 の D X
○次世代の校務デジタル化推進実証事業 R５要求額 10億円

 3年程度かけて次世代の校務のデジタル化モデルの実証研究を全国
各地で実施し、事業終了後５年後を目途に全国レベルでのシステ
ム入れ替えを目指す(実証地域：全国6箇所)。

 校務の棚卸・標準化（デジタル化すべきものの峻別と通知表等を
含む帳票類の共通化、汎用クラウドサービスとの役割整理）を
行った上で、毎年度アジャイル方式で「校務DX化ガイドライン」
（仮称）の策定、「教育情報セキュリティポリシーに関するガイ
ドライン」を改訂。

端末更新などの次なるフェーズが到来するまでに
課題解決に向けた取組を集中的に進め、

学校DXを加速

R５要求額 102億円
→ 全ての学校が端末活用の”試行錯誤”から”日常化”のフェーズ
に移行し、子供の学びのDXを実現するための支援基盤を構築
(運営支援センターの機能強化)。

 都道府県中心の広域連携の発展､学校DX戦略アドバイザー等も
参画した協議会の設置(自治体間格差解消や教育水準向上等)。

 自治体の利活用フェーズに応じた補助メニューの新設・拡充。

R５要求額 7億円

R５要求額 5億円
○WEB調査システム（EduSurvey）の開発・活用促進
 文部科学省から教育委員会や学校等を対象とした業務調査において、
調査集計の迅速化、教育委員会等の負担軽減等にも資するシステム
を開発。

R５要求額 1億円

15

４４億→１６３億を要求
うち約100億を補正へ
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出典：総合科
学技術・イノ
ベーション会
議『Society5.0
の実現に向け
た教育・人材
育成に関する
政策パッケー
ジ』（２０２２．
６．２）



❸プログラミングについて



小
学
校

中
学
校

高等
学校

計測・制御の
プログラミング

例）算数
正多角形の
作図

【技術・家庭科 技術分野】

ネットワークのプロ
グラミング

データベースのプ
ログラミング

【各教科】プログラミングを体験しながらコン
ピューターに意図した処理を行わせるために必
要な論理的思考力を身に付ける

※「教育の情報化に関する手引（令和元年１２月）」を参考に作成

コンピュータのしくみ、それを活用した問題
解決の方略、プログラムの設計

ネットワークを利用した双
方向性のあるコンテンツの
プログラミング

周りの機械には
プログラム入っ
ているんだね

プログラムって
命令を順番につ
なげるんだね

どんなプログラ
ムにしたら効率
がよいかな？

シミュレーションの
プログラミング

例）理科
電気のはた
らき

例）総合的
な学習の時
間

コンピュータのしくみ等に加え、
コンピュータサイエンス

社会の問題をプ
ログラムでの自
動化技術で解決
しているんだね
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【情報Ⅰを必履修】

小中高系統立てたプログラミング教育



情報免許状
情報科を担当
している者

臨時免許状

情報科を担当
していない者

免許外教科担任

共通教科情報科担当教員（総数） 共通教科情報科担当教員（内訳） 情報免許状保有者

〔令和４年 月 日時点〕

研修受講状況

※本資料における用語の定義は以下のとおりとする。
・情報科：共通教科情報科
・臨時免許状：高等学校教諭臨時免許状（情報）の授与を受けた者
・免許外教科担任：高等学校において、情報の免許外教科担任の許可を受けた者
・情報免許状：高等学校教諭普通免許状（情報）及び高等学校教諭特別免許状（情報）

情報免許状保有教員
3,960 人

（＋121人）

情報免許状保有教員

10,048人
（＋145人）

臨時免許状 236 人（－20人）

免許外教科担任 560 人（－417人）

計 796 人
（－437人）

※配置状況は、令和4年5月1日時点
※（ ）内の人数は、R2調査との比較

※研修受講状況は、令和4年8月末時点（R3.4～R4.8）

配置状況

※研修：都道府県などが主催する悉皆研修・教職員支援機構・大学・民間企業・情報処理学会等が主催する研修、
文科省「授業実践」研修、情報処理学会のMOOC教材 等

6,088

3,9603,960
4,756

560
236

情報科担当教員
4,756 人

（－316人）

臨時免許状

免許外教科担任
560

236

研修受講済み

研修受講予定
245

551

情報科担当教員の配置状況（R.4.4)

１
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〔令和４年 月 日時点〕〔令和４年 月 日時点〕

※埼玉県、東京都、兵庫県、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、静岡市、浜松市、名古屋市、堺市、神戸市、岡山市、北九州市、熊本市は、臨時免許状・免許外教科担任が０のため除いている。

令
和
４
年
度
か
ら
減
少

令
和
５
年
度
見
通
し

-716人

80人

抜本的な改善計画の提出を依頼
→プラン履行後の見通し（R5.4.1）７９６人が８０人に減少

合計
臨時免許状・

免許外教科担任の
合計(R4.5.1)

76 68 26 18 17 6 18 45 40 39 36 35 33 31 30 20 20 19 17 17 14 14 14 13 11 10 10 10 10 10 9 8 8 6 5 5 5 5 4 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1 796
R5年度予定
(R5.4.1) 29 15 15 10 6 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 80
R4からの
減少人数 -47 -53 -11 -8 -11 -3 -16 -45 -40 -39 -36 -35 -33 -31 -30 -20 -20 -19 -17 -17 -14 -14 -14 -13 -11 -10 -10 -10 -10 -10 -9 -8 -8 -6 -5 -5 -5 -5 -4 -3 -2 -2 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -716
R6年度予定 0 0 0 0 0 0 0 0

4
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１１月３０日 （予定）
・田﨑調査官×情報科教師 対談

“プログラミングを通して生徒が学ぶこと”

・登本洋子学芸大准教授

“情報Ⅰってなんだろう？〜情報科・情報Ⅰの魅力〜”

１２月下旬（予定）～順次公開
・データの活用解説編
・ネットワーク解説編
・情報デザイン解説編

スーパーティーチャーによる授業動画×２０本
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NHK 高校講座 「情報Ⅰ」
金曜日10:20-10:40(予定)

※「NHK高校講座」番組表HPより 文科省の教科調査官が全面監修



令和４年１１月１５日 （通知）

高等学校情報科に係る指導体制の一層の充実について（通知）



【通知抜粋】教育委員会の体制整備

• 情報教育の一層の振興に当たっては、教育委員
会における体制の強化も重要な課題です。今般

の調査の結果、情報科専任の指導主事を置いて
いない都道府県教育委員会は全体の約 40％に

のぼることが明らかになりました。例えば中学校
以下の情報教育や小学校のプログラミング教育

と併せて専任の指導主事を複数置く体制を整え
るなど、初等中等教育全体を通じた指導体制の
強化を図っていただくようお願いします



【通知抜粋】中学校等における対応

今回、高等学校情報科において顕在化した指導体
制の課題については、類似の問題が中学校「技

術・家庭科」（技術分野）でも生じていると考えてい
ます。我が国全体の喫緊の課題であるデジタル人
材の育成に向けては、初等中等教育段階を通じた

指導体制の改善及び教師の指導力向上を加速さ
せていく必要があると考えており、今後中学校等に

ついても、今回の高等学校における対応を参考とし
つつ、詳細な実態調査を実施し、改善方策を講じ
たいと考えていますので、あらかじめ申し添えます
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